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「東海ネーデルランド高潮・洪水地域協議会」 

ニュースレター 第 0６号 
 

【第５回作業部会結果報告】 
■開催日時：平成 19 年 6 月 19 日（火）13:30～17:00 

■開催場所：名古屋市中区丸の内 アイリス愛知 「コスモス」「水仙」 

■参加人数：７０名 
 

 

１．全体会議                              
濃尾平野における海抜ゼロメートル地帯において、「スーパー伊勢湾台風級」の高潮と大洪水が複合

的に来襲した場合の浸水想定図（下図参照）を提示し、関連する高潮水防警報の発信の考え方、広域避

難オペレーションの考え方について事務局より提案をしました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

■第５回作業部会の概要（その１） 

①台風規模は国内で発生し

た既往最大の台風である室

戸台風(上陸時の中心気圧

910hpa)とした。 

②台風の進路は、伊勢湾台

風の進路をもとに、名古屋に

最も影響を与えるコースとし

た。 

③破堤箇所はゼロメートル地

帯における浸水が最大となる

箇所を想定した。 

④堤防高は、計画堤防高とし

た。 

■高潮計算条件 

①1/1000確率降雨による洪

水とした。 

②破堤箇所は、各河川で１箇

所とし、ゼロメートル地帯にお

ける浸水が最大となる箇所を

想定した。 

③堤防の条件は、庄内川の

み計画堤防高とし、木曽川、

長良川、揖斐川は現況堤防

高とした。 

■洪水計算条件 

破堤箇所 

S34伊勢湾台風浸水実績 

複合災害の計算条件 

【注意】右上の最大浸水想

定図は、あくまで、一つの条

件下（想定する台風、破堤

条件など）において想定され

たものであり、条件が変化

することにより、今回想定し

ている浸水深よりも深くなっ

たり、浅くなったりすることも

あり得る。  

高潮と洪水の複合災害による最大浸水想定図 
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２．分科会 ※分科会の作業結果は最後のページに記載                    
分科会では、全体会議で示された高潮水防警報発信の考え方や広域避難オペレーションの考え方に

おける課題や対処方針などについて、ファシリテーターの先生方を交え活発な議論が行われました。 

Ａグループ ： 鷲見哲也准教授（大同工業大学）、戸田祐嗣准教授（名古屋大学大学院） 

Ｂグループ ： 辻本哲郎教授（名古屋大学大学院）、秀島栄三准教授（名古屋工業大学大学院） 

C グループ ： 片田敏孝教授（群馬大学）、小池則満准教授（愛知工業大学） 

  
Ａグループのワークショップの様子 

  
Ｂグループのワークショップの様子 

  
Ｃグループのワークショップの様子 

■第５回作業部会の概要（その２） 

 

 
東海総合通信局、東海農政局、中部経済産業局、中部近畿産業保安監督部、中部地方整備局、国土地理院中部地方測量部、中部運輸局、 

名古屋地方気象台、岐阜県県土整備部、愛知県建設部、愛知県海部建設事務所、三重県県土整備部、名古屋市、海津市、津島市建設部、 

愛西市、甚目寺町、大治町、蟹江町、桑名市、川越町、名古屋港管理組合、四日市港管理組合、中日本高速道路㈱、中部電力㈱、 

東邦ガス㈱、西日本電信電話㈱名古屋支店、㈱NTT ﾄﾞｺﾓ東海、日本赤十字社愛知県支部 

＜オブザーバー＞ 

第四管区海上保安本部、岐阜県警察本部、愛知県防災局、愛知県警察本部、津島市総務部、（社）中部経済連合会 

■第５回作業部会参加組織 
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３．全体会議                             
各分科会で議論された内容について、各分科会の代表者から報告が行われ、次回以降の課題が共有さ

れました。（各分科会の会議概要はＰ４に記載） 

 

  
   【分科会の報告者】 A グループ ： 鷲見哲也准教授（大同工業大学） 

             B グループ ： 内山勝博主幹（桑名市建設部土木課） 

                   C グループ ： 有川昇主査（愛知県防災局防災危機管理課） 

 

最後に、総括ファシリテーターである名古屋大学大学院の辻本哲郎教授から、「複合型災害のシナリ

オは今回初めて提示したため、議論が噛み合うのか心配していた。本日のシナリオにおいては危険水位

に達していない段階から避難勧告を発令することや最終判断を誰が下すのかが重要なポイントとなっ

ている。まずは、最終判断者と命令系統を定義する必要がある。新しい発想を我々で汲み上げて、住民

に説明できるように、また一緒に検討していきたい。」と講評をいただきました。 

また、群馬大学の片田敏孝教授からは、「一般的に、災害時に住民が避難を開始するのは、かなりぎ

りぎりの段階である。今回のような想定では、その段階では避難が間に合わない。非常事態であること

を波状的に伝え、逃げる気にさせることが重要となる（意識への対応）。一斉に住民が逃げ始めたとす

ると、避難困難者への対応が顕在化してくる。地震ならば道路規制等があるが、高潮では道路規制がで

きるかどうかといった技術的問題を把握し、対応できるようにしなければならない（技術への対応）。

また、災害情報が空振りしたときの対応方法も、地域の共通認識として取り組んでおく必要がある。」

と講評をいただきました。 

 

  
名古屋大学の辻本先生による講評        群馬大学の片田先生による講評 

■第５回作業部会の概要（その３） 
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○危機管理行動計画シナリオ 

・ ライフラインに対して発生する事象について、電気、ガス、

通信等、個別に分けて整理する必要がある。 

・ 行動項目（例えば、交通規制開始）のトリガーとなる直接的

な情報が記されているとよい。 

・ 高潮水防警報レベル１には、潮位規模の情報、高潮到達時間

の情報、両方が含まれている。実際には、両者の明確な情報

に基づく行動計画のほうがよい。 

・ 河川氾濫の洪水被害想定は伊勢湾台風の時間的なタイミン

グを参考にしている（高潮潮位ピークの 3 時間後に河川堤防

が破堤）。 

・ 内水は想定していないため、内水被害を想定したシナリオも

加味してはどうか。 

○施設等の対応・被害想定 

・ 都市ガスは、二次災害の恐れがない限り供給を続ける（浸水

深に無関係）。 

・ 電気は、電力供給を止めるのに、風速等の停止基準はないが、

電線への飛来物等による被害は予測される。また、使用者側

が浸水すれば停電ということもある。 

・ 名港管理組合では、気象庁の予報に応じて防潮堤の操作を判

断することになっている（レベル２では、閘門等操作が完了

している）。 

・ 船舶等は、海上保安庁が指示して、早期に沖合退避させるよ

うになっている。 

・ 道路橋梁では、風速による通行止めのおそれがある（高速は

20m/s） 

○情報伝達 

・ 時間的情報、地域毎の被害規模のイメージをいかに伝えられ

るかが、行動を促すキーとなる。 

・ 避難活動のスタート・きっかけとなる宣言のようなものがあ

ると、行動に移れるのでは。 

○避難所関係・避難行動 

・ 広域的な連携を必要とする避難所を開設するには、多大な人

員を要する。近隣市区町村との調整が難しい問題となる。 

・ 避難や救助に関わる自治体間の協力体制、資材等のストック

を議論すべき。 

・ 市民への伝達情報について、1/1000（1000 年に一回の大

雨のこと）、910hPa（気圧）などの情報では、被害の実感

が湧かない。わかり易い言葉で被害想定を説明してほしい。

海水面上昇などについても同様である。 

・ 車自身が財産となるため、避難手段は、車に依存することが

予想される。 

・ 避難経験のない住民は、避難してほしい避難場所に行っても

らえないおそれがある。早くからの情報伝達が必要。具体的

な危険度を数値化して示せば行動をとってもらえるのでは。

・ 日本人は、自己確保より、決められたところに避難するので

はないか。決められた避難場所では、人が集い、何らかの情

報が得られるため。 

○地域住民連携、職場での対応 

・ 住民と企業が自主防災を通じてコミュニケーションするこ

とで、避難所確保などの機会があるのでは？ 

・ 想定では、夜間の災害発生であるが、昼間に発生した場合、

職場がいかに早く休みになるかも重要である。…「（避難指

示などの）宣言」に関連する。 

・ 職場を避難所として位置付けてはどうか？ 

○その他、市民としての感覚、感想 

・ 住民は、地震に比べて水害への危機感が弱い。 

・ ハリケーン時に大移動するアメリカ人の住民行動（移動先）

や意識について調べてみては。 

○高潮洪水警報のレベルと外力想定 

・ 想定外力と警報レベルの関係を明確に整理する必要がある。

・ 警報レベルと水門・閘門操作の対応関係を整理する必要があ

る。 

・ 高潮警報の発令基準見なおしを検討中（気象庁）。 

○情報伝達のあり方 

・ 情報の受け手と送り手の責任の明確化が必要。 

○広域避難の際の内水等の被害 

・ 災害規模から考えて、内水レベルの被害ではない。 

○情報周知の方法 

・ どのように住民に伝えるのかが重要。 

・ 平常時からの住民への周知方法が重要。 

○局所的な課題を全域に周知する方法（情報伝達） 

・ 水防団が集まるのか？ 

・ 鉄道の運行は可能か？ 

・ 運転手の確保は可能か？ 

・ 要援護者への情報伝達と援護者の手配。 

○市町村単位の基準 

・ トップダンウンの命令系統や最終判断が必要。 

・ 避難先の市町村も含めて基準を策定するべき。 

・ 避難先の周知に関する事項も盛り込む。 

○住民への危機意識高揚の働きかけ 

・ 避難する人と避難しない人の２層が生じる。 

・ 台風の接近とともに、逐次情報を与えることで、地域の危機

意識を高めることは可能である。 

・ 行政・マスメディア等関係機関が連携して、大人数への避難

呼びかけに対し、「腹をくくる」ことが重要である。 

・ 人命を第一に、住民を避難させるための早期判断（腹のくく

り）が必要。 

・ たとえ、避難の呼びかけがはずれたとしても、自信をもって

これでよかったと言えるようにしておく。 

・ いかに早く、地域が緊急モードに入れるかが重要。 

○技術的な課題 

・ 現行のダイヤの中で、鉄道機関にはどれだけの輸送力がある

か確認が必要。 

・ 避難者を高速道路のような高所に誘導できるか。 

・ 車で避難するために発生する交通需要をいかに集中させな

いようにし、避難を誘導できるかがポイントである。 

・ 早い段階で車の避難誘導を実施するオペレーションが必要。

・ 高速道路に人を避難させたときの、車両との兼合いが課題。

・ 避難困難者の対応については、今後の課題である。 

・ 道路の通行規制についてのルール化が必要。 

○今後必要な議論項目 

・ 取り残された人の救助・再避難オペレーション計画が必要。

・ 車で遠方に避難したり、ビルの３Ｆに避難したりしても、被

害が長期化した場合、次の対応を考えなければならない。こ

のため、今後、次の対応を考慮した Refuge（長期避難）計

画も必要となる。 

協議会事務局（中部地方整備局河川部）

平成 19 年７月４日発行

■各分科会（ワークショップ）の作業結果 
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■議論した項目 

当ニュースレターに関しまして、ご意見・お気付きの点等がございましたら、下記のメールアドレスまでご連絡ください。 
「中部地方整備局へのメッセージ」 info@cbr.mlit.go.jp 


